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令和７年度「介護労働実態調査」結果の概要について 

～訪問介護員の約７割、介護職員の約６割が「働きがいがある」と感じている～ 

 

  公益財団法人介護労働安定センターでは、令和７年度介護労働実態調査を実施し、このたび調査結果

を以下のとおり取りまとめました。 

  本調査は、介護分野における優れた人材の確保と育成、介護に関わる方々の働く環境の改善、より質

の高い介護保険サービスの提供等に資することを目的に、事業所調査は平成 14 年度から、労働者調査

は平成 15 年度から毎年実施しています。 

  本資料及び介護労働実態調査結果報告書（事業所調査結果報告書、労働者調査結果報告書）は、当セ

ンターホームページ内の下記ＵＲＬに掲載しています。 

ＵＲＬ： https://www.kaigo-center.or.jp/report/jittai/ 

◆調査結果のポイント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１. 採用・離職 

・訪問介護員、介護職員を合わせた 2 職種の離職率は 12.4％で横ばいとなる一方、採用率は 14.6％

と２年ぶりの上昇となったが、上昇幅は 0.3 ポイントと小幅。 

２. 採用活動・職場定着の取り組み 

・採用において効果があると事業所が回答した方策では「賃金水準の向上」（38.4％）が最も高く、

職場定着において効果があると事業所が回答した方策では「有給休暇等の各種休暇の取得や勤務日

時の変更をしやすい職場づくり」（57.9％）が最も高い。 

３. 介護労働者の意識 

・訪問介護員の約７割（68.3％）、介護職員の約６割（56.8％）が今の仕事や職場は「働きがいが

ある」と回答。また、訪問介護員の約７割（72.7％）、介護職員の約６割（63.3％）が今の仕事や

職場は「働きやすい」と回答。（数値は「そう思う」と「ややそう思う」の合計の割合） 

４. 仕事と介護の両立 

・約半数（50.2％）が今後５年間に家族介護をする可能性があると回答。そのうちで現在の職場で

家族介護をしながら仕事を続けるのは難しいと思うと回答した者は約 4 割（39.8％）。 

５. スポットワーク（※）の活用状況 

・過去 1 年間にスポットワークを利用したことがある事業所は 8.9％。そのうちでスポットワーク

から正社員等への雇用したことがあるのは約３割（28.0％）。  (※)スポットワークの定義は P5 参照） 
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Ⅰ．結果のポイント 
１．採用・離職 ― 離職率は横ばい、採用率は２年ぶりに上昇 

（１）採用率、離職率の動向（P7～11） 

・訪問介護員、介護職員を合わせた 2 職種の離職率は 12.4％で横ばいとなる一方、採用率は

14.6％と２年ぶりの上昇となった。 

・採用率の上昇幅は 0.3 ポイントと小幅で、採用率は、昨年度に続き低い水準となっている。 

 ・離職率は 29 歳以下で 17.3％と他の年齢階層より高く、若年層の定着が課題と考えられる。 

（２）過不足感において、不足とする事業所は前年度より上昇（P12） 

・事業所全体の従業員の過不足感は、不足とする事業所（「大いに不足」、「不足」、「やや不足」の

合計）は 65.8％と、前年度（65.2％）より上昇している。 

・職種別にみると、訪問介護員、サービス提供責任者以外の５職種いずれにおいても前年度より

上昇しており、また、訪問介護員は 82.9％と、前年度より 0.5 ポイント低下したものの、不

足とする割合は７職種で最も高くなっている。 
 

２．採用活動・職場定着の取り組み ― 採用において効果があると事業所が回答した

方策では「賃金水準の向上」が最も高く、職場定着において効果があると事業所

が回答した方策では「有給休暇等の各種休暇の取得や勤務日時の変更をしやすい

職場づくり」が最も高い 

（１）採用活動の実施状況、その効果（P14） 

・事業所の採用活動の実施割合は、「職員に対して友人・知人などの紹介を依頼」、「ハローワー

クや福祉人材センターの担当者に相談」が、それぞれ 66.0％、64.8％と高く、約 3 分の 2 の

事業所が行っており、これらを行っている事業所のうち、それぞれ 47.3％、41.8％と４割超

が「採用に効果があった」としている。 

（２）労働者が就職した主な経路・経緯（P15） 

・労働者が現在の法人に就職した主な経路・経緯は、「友人・知人からの紹介」が 33.8％と最も

高く、次いで「ハローワーク」が 19.4％となっている。 

・勤続 1 年未満の者に限ると、最も高いのは同様に「友人・知人からの紹介」（29.3％）だが、

次いで「求人情報サイト」（21.3％）となっている。 

（３）採用や職場定着・離職防止の方策の実施状況、その効果（P16） 

・事業所で採用や職場定着・離職防止の方策として行われているのは、「有給休暇等の各種休暇

の取得や勤務日時の変更をしやすい職場づくり」が最も高く（75.4％）、次いで「人間関係が

良好な職場づくり」（74.2％）となっている。  

・行っている事業所における効果があったとするものの割合は、採用については「賃金水準の向

上」（38.4％）が最も高くなっている。また、職場定着については「有給休暇等の各種休暇の

取得や勤務日時の変更をしやすい職場づくり」（57.9％）が最も高くなっている。 
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３．中途採用者の前職等の状況 ― 直前の介護関係の仕事を辞めた理由は「職場の人

間関係に問題があったため」が最も高い 

（１）介護労働者の直前の仕事（P19） 

・中途採用の介護労働者（現在の仕事以外に仕事をしたことがある介護労働者）の直前の仕事は

「介護関係の仕事」が 36.5％と最も高く、その中では「施設系」が 15.6％と高くなっている。 

・職種別にみると、介護職員、訪問介護員は「介護・福祉・医療関係以外の仕事」の割合が最も

高くなっている（それぞれ 40.3%、36.1%）。 

（２）直前の仕事を辞めた理由（P20～21） 

・直前の仕事を辞めた理由は、その仕事が介護関係の場合は「職場の人間関係に問題があったた

め」が最も高く、辞めた人に占める割合は 27.3％。一方で、介護関係以外の仕事の場合は「結

婚・妊娠・出産・育児のため」が最も高く、辞めた人に占める割合は 20.1％となっている。 

・直前の仕事が介護関係の仕事で、辞めた理由が「職場の人間関係に問題があったため」の具体

的な内容は「上司や先輩からの指導や言動がきつかったり、パワーハラスメントがあった」が

最も高く、「職場の人間関係に問題があったため」の理由で辞めた人のうちの約半数（45.8％）

となっている。 
 

４．賃金・労働時間の状況 ― 月給の人の通常月の平均月収は、前年度に比べ 2.4％

の増加、職種別では訪問介護員の伸びが高くなっている 

（１）賃金の動向（P22） 

・賃金支払形態が月給の人の通常月の平均月収は 254,951 円、前年度に比べ、2.4％の増加とな

っている。 

・職種別では「訪問介護員」（4.1％）、「介護職員」（3.1％）、「生活相談員」（3.1％）の伸びが高

くなっている。 

（２）残業時間の状況（P23） 

・１週間の残業時間については、約半数（56.3％）が「残業時間なし」と回答。「５時間未満」

が 26.7％で、これらを合わせると約８割。「残業時間なし」を含めた平均残業時間は 1.7 時間

となっている。 
 

５．介護労働者の就業意識 ― 今の仕事や職場は「働きやすい」「働きがいがある」と

回答した者は、訪問介護員の約７割、介護職員の約６割 

（１）介護の仕事で働こうと思ったきっかけ（P24） 

・介護の仕事で働こうと思ったきっかけは、「身近に介護が必要な人がいた」が 27.8％で最も高

く、次いで「身近に介護の仕事をしている人がいた」が 26.3％となっている。 

・介護の仕事の経験年数が 3 年未満の者に限ると、「身近に介護の仕事をしている人がいた」が

31.1％で最も高く、また「SNS、WEB・ネット等の影響」も全体に比べ高くなっている。 
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（２）働きやすさ、働きがい（P25） 

・今の仕事や職場は働きやすいと思うかの設問に「そう思う」または「ややそう思う」と回答し

た者は 67.5％、今の仕事や職場は働きがいがあるかの設問に「そう思う」または「ややそう

思う」と回答した者は 63.2％。 

・主な職種では、訪問介護員がそれぞれ 72.7％、68.3％、介護職員がそれぞれ 63.3％、56.8％

となっている。介護職員をサービス系型別にみると、施設系（入所型）で他よりやや低くなっ

ている（それぞれ 54.9％、48.4％）。 

（３）仕事の満足度（P26） 

・現在の仕事の満足度について、満足度Ｄ.Ｉ.（※）でみると、「職場の人間関係」(38.2ｐ(ポイン

ト、以下同じ。))、「仕事の内容」(34.2ｐ)で高いプラスになる一方で、「人員配置体制」(▲18.5

ｐ)、「休憩室などの付帯設備」(▲12.5ｐ)、「賃金水準」(▲12.3ｐ)でマイナスが大きい。 

（４）仕事に関する意識（P27） 

・仕事に関する意識を志向性Ｄ.Ｉ.（※）でみると、「管理職・リーダーになって部下に指示や指導

をする仕事をしたい」「管理職・リーダーになって大きな判断や責任をとる仕事をしたい」で

マイナスが大きい（それぞれ▲41.7ｐ、▲37.5ｐ）一方で、「上司や同僚がサポートしてくれ

る職場で働きたい」「利用者の役に立つ仕事がしたい」でプラスが大きくなっている（それぞ

れ 81.0ｐ、78.6ｐ）。 

（５）労働条件・仕事の負担についての悩み・不安・不満等（P29） 

・労働条件・仕事の負担についての悩み・不安・不満等については、「人手が足りない」が 52.3％

と最も高く、次いで「仕事内容のわりに賃金が低い」が 38.1％、「昇給がない、少ない」が

29.9％、「身体的負担が大きい」が 23.9％となっている。 

（※）Ｄ.Ｉ.値とは、設問事項に対する回答割合（％）に基づき、次の式により算出したポイント数（p）をいう。 

   ・満足度Ｄ.Ｉ.＝（「満足」＋「やや満足」）－（「不満足」＋「やや不満足」） 

・志向性Ｄ.Ｉ.＝（「そう思う」＋「ややそう思う」）－（「そう思わない」＋「あまりそう思わない」） 
 

６．仕事と育児・介護の両立 ― 約半数が今後５年間に家族介護をする可能性がある 

（１）育児・家族介護の現在の状況、今後５年間の可能性（P32） 

・現在「育児をしている」ものは 18.7％、現在「家族介護をしている」ものは 12.5％となって

いる。また、今後５年間に「家族介護をする可能性がある」は 50.2％と約半数となっている。 

（２）介護休業についての認識、職場の相談できる雰囲気と仕事の継続可能性（P33～34） 

・現在の職場で家族介護をしながらの仕事の継続については、「続けられないと思う」「おそらく

続けられないと思う」を合わせると 38.6％で、これを今後５年間に「家族介護をする可能性

がある」と回答した者でみると、39.8％と約４割となっている。 

・現在の職場で家族介護をしながら仕事を続けることができるか否かの回答を、介護休業の認識

別にみると、「体制の構築期間（A）」と認識する者では仕事を「続けられると思う」が 31.7％
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で、「おそらく続けられると思う」と合わせると約３分の２（66.5％）である一方で、「介護に

専念する期間（B）」と認識する者では「続けられないと思う」「おそらく続けられないと思う」

を合わせると 46.1％と高い割合になっている。 

・また、介護について相談できる職場の雰囲気であるか否か別にみると、「そう思う」と回答し

た者では仕事を「続けられると思う」が 24.7％と高い割合となっている一方で、「そう思わな

い」と回答した者では「続けられないと思う」割合が 60.8％と６割となっている。 

・従業員の職場定着のためには、事業所において介護休業制度の利用目的を正しく伝えることや

相談できる環境の構築も重要な要素であると考えられる。 
 

７．介護テクノロジーの導入 ― 約半数の事業所が「昼間の業務負担の軽減」、「夜間

の業務負担の軽減」に効果があるとしている 

（１）介護テクノロジー（ICT 機器・介護ロボット等）の導入状況（P36） 

・介護テクノロジー（ICT 機器・介護ロボット等）の導入状況について「日常的に利用している」

機器の種類をみると、「利用者情報（ケア記録・ケアプラン等）の入力・保存・転記の機能」が

72.2％となるなどパソコンによる介護ソフトは各サービス系型で多く利用されている。 

・サービス系型にみると、訪問系では「利用者情報（ケア記録・ケアプラン等）の入力の機能」

が 60.4％となるなどタブレット端末・スマートフォンの活用の割合が高く、施設系（入所型）、

居住系では「ベッドセンサー（マット型・内蔵型）」がそれぞれ 66.7％、41.4％となるなどセ

ンサー等の ICT 機器や介護ロボットの利用割合が相対的に高くなっている。 

（２）介護テクノロジー（ICT 機器・介護ロボット等）の導入効果（P37） 

・導入について「効果がある」と「やや効果がある」の合計をみると、「昼間の業務負担の軽減」

が 53.8％、「夜間の業務負担の軽減」が 47.2％とそれぞれ約半数が効果があるとしている。 
 

８．外国籍労働者の状況 ―受け入れている事業所の割合は前年度と比べ 2.8 ポイン

ト上昇、受け入れていない事業所は全体の約８割 

（１）外国籍労働者の受け入れ状況（P38） 

・外国籍労働者の受け入れ状況については、前年度と比較すると受け入れている事業所の割合は

18.6％と 2.8 ポイント上昇している。受け入れていない事業所は全体の約８割（78.7％）。 

（２）外国籍労働者の受け入れの課題（P40） 

・外国籍労働者の受け入れの課題としては、「利用者や他の従業員との意思疎通（日本語能力及

びコミュニケーション）が難しい」が最も高く（49.1％）、次いで「受け入れのための住宅や

寮などを確保することが困難」（39.6％）、「外国籍労働者の仕事上のサポート役の負担が大き

い」（35.7％）となっている。 

（３）訪問系サービスにおける外国籍労働者の受け入れ方針（P41） 

・令和 7 年 4 月から一定条件の下で認められた外国人介護人材の訪問系サービスへの従事につ
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いて、対象となる訪問系サービスでの外国籍労働者の今後の受け入れ方針は「受け入れる予定

はない」が 47.2％と最も高く、次いで「わからない」が 27.4％、「現在、検討している」が

13.1％となっている。 
 

９．スポットワーク（※）の活用状況 ― 過去 1 年間にスポットワークを利用したこと

がある事業所は 8.9％、そのうちスポットワークから正社員等への雇用をしたこ

とがあるのは約３割 

（１）スポットワークの利用状況（P42～43） 

・過去１年間のスポットワークの利用について、8.9％が利用したことが「ある」と回答。 

・介護職員の過不足状況別に過去１年間にスポットワークの利用ありの割合をみると「大いに不

足」とする事業所で 15.3％、「不足」とする事業所で 14.8％と、不足感の高い事業所で利用

している割合が高くなっている。 

（２）スポットワークを利用している（した）理由（P44） 

・スポットワークを利用している（した）理由は、「必要とするマンパワー（人数）の確保が容易

にできる」が 47.1％で最も高く、次いで「繁忙の時間帯にだけ雇うことができる」が 37.1％、

「正社員や日々雇用でない有期雇用職員への雇用につなげられる」が 27.8％となっている。 

（３）スポットワークで雇用した人の正社員等への雇用の有無（P45） 

・スポットワークで雇用した人の正社員等への雇用は、過去１年間にスポットワークを利用した

ことがある事業所の 28.0％が「ある」と回答。 

・スポットワークを利用している（した）理由別に、スポットワークで雇用した人の正社員等へ

の雇用をしたことがある事業所の割合をみると、「正社員や日々雇用でない有期雇用職員への

雇用につなげられる」で 56.2％、「多様な人材が採用できる」で 50.0％、「全体の人件費が抑

えられる」で 44.6％と、他と比べ高い割合となっている。 

（※）本調査では、スポットワークは、パソコン、スマホ等によりネットで１日単位（日々雇用）で募集・雇用

するものとしている。なお、１日の中で数時間だけ働く場合も、１日単位（日々雇用）としている。 

 

 

＜参考：令和７年度介護労働実態調査（特別調査）について＞ 

  当センターの介護労働実態調査については、本調査とは別に不定期に「特別調査」も実施し

ており、令和７年度は「労働者の意識に関する介護事業と他産業との比較調査」として、介護

労働者と非介護労働者の意識調査を行っています。調査方法・対象者は異なっており、結果を

本調査と比較することには留意が必要ですが、本調査と同様の設問の「働きやすさ」「働きが

い」等の比較も行っています。 

詳細は、当センターＨＰより「介護労働実態調査（令和７年度特別調査）」をご参照くださ

い。（URL：https://www.kaigo-center.or.jp/report/tokubetsu/R07_chousa.html） 
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Ⅱ．調査結果の概要 

１．採用・離職 
（１）採用率と離職率の動向〔事業所調査・問７①③〕 

（ア）２職種計（訪問介護員・介護職員）の採用率（※）・離職率（※） 

  訪問介護員、介護職員を合わせた 2 職種の採用率と離職率は、令和７年度の事業所全体の平均採

用率は 14.6%、同離職率は 12.4％となった。（図表 1-1-1） 

 離職率は横ばいとなる一方で、採用率は２年ぶりの上昇で、増減率は 2.2％と２年ぶりに上昇し

た。（図表 1-1-2） 

ただし、採用率の上昇幅は 0.3 ポイントと小幅で、昨年度に続き低い水準となっている。 

（※）採用率 ＝ [１年間の採用者数] ÷ (令和 6 年 10 月 1 日時点の在籍者数) × 100 

     離職率 ＝ [１年間の離職者数] ÷ (令和 6 年 10 月 1 日時点の在籍者数) × 100 

     令和 6 年 10 月 1 日時点の在籍者数 ＝ [令和 7 年 10 月 1 日時点の在籍者数] 

 － [1 年間の採用者数] ＋ [1 年間の離職者数] 

      [ ]の項目は調査票で回答を求めているデータ、( )の項目は調査票より算出したデータ。 

 

図表 1-1-1  ２職種計の採用率と離職率 

 
 

図表 1-1-2  ２職種計の増減率 
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  2 職種計の採用率と離職率の長期的な推移をみると、いずれもおおむね減少傾向で推移してきて

いる。（図表 1-1-3） 

図表 1-1-3  ２職種計の採用率と離職率の長期的推移 

 
事業所ごとの採用率・離職率の分布を２職種計でみると、採用率は 10％未満の事業所が 50.6%、

離職率は 10％未満の事業所が 54.3%と、それぞれ約半数が 10％未満となっている。（図表 1-1-

4） 

 

図表 1-1-4  2 職種計の採用率と離職率の分布 
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12.3

13.0
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5.3

3.5

100％以上

2.5

0.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

採用率

離職率

（ｎ＝7,176）

（注）２職種計の「回答事業所数」は、訪問介護員・介護職員両方またはいずれか一方がいると回答のあった事業所の数。以下同じ。
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＜参考＞「雇用動向調査」（厚生労働省）との採用率・離職率比較 

  本調査と他の調査を直接比較することには留意が必要であるが、参考として厚生労働省「雇用動

向調査」をみると、令和６年の「全産業」の入職率は 14.8％、離職率は 14.2％となっており、最

近３年間の介護労働者の離職率は全産業に比べ低い水準で推移している。（図表 1-1-5） 

 

図表 1-1-5  厚生労働省「雇用動向調査」における入職率、離職率 

 
 

 

 

（単位：％）

令和
元年度

令和
2年度

令和
3年度

令和
4年度

令和
5年度

令和
6年度

令和
7年度

介護労働実態調査 ２職種計 18.2 16.2 15.2 16.2 16.9 14.3 14.6

雇用動向調査 産業計 16.7 13.9 14.0 15.2 16.4 14.8 - 

医療，福祉 16.2 14.7 14.4 14.4 16.0 14.1 - 

医療業 17.4 13.9 13.2 14.9 15.7 14.8 - 

社会保険･社会福祉･介護事業 14.4 16.0 15.9 14.1 16.3 13.6 - 

介護労働実態調査 ２職種計 15.4 14.9 14.3 14.4 13.1 12.4 12.4

雇用動向調査 産業計 15.6 14.2 13.9 15.0 15.4 14.2 - 

医療，福祉 14.4 14.2 13.5 15.3 14.6 13.8 - 

医療業 14.7 14.1 11.7 14.8 15.2 14.3 - 

社会保険･社会福祉･介護事業 13.9 14.8 15.4 15.7 13.9 13.3 - 

入職率
(採用率)

離職率
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（イ）訪問介護員、介護職員の採用率・離職率 

訪問介護員と介護職員それぞれの動向をみると、採用率は、訪問介護員は 14.5％、介護職員は

14.7％と、ともに２年ぶりの上昇となった。（図表 1-1-6） 

離職率は、訪問介護員は 11.6％と５年ぶりの上昇、介護職員は 12.7％と３年連続の低下となっ

た。（図表 1-1-7） 

この結果、増減率は、訪問介護員は 2.9％、介護職員は 2.0％と、ともに２年ぶりに上昇となっ

た。（図表 1-1-8） 

図表 1-1-6  訪問介護員と介護職員の採用率 

 
 

図表 1-1-7  訪問介護員と介護職員の離職率 

 
 

図表 1-1-8  訪問介護員と介護職員の増減率 
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 また、年齢階層別の採用率・離職率・増減率をみると、訪問介護員、介護職員いずれも「29 歳以

下」で、各率が他の年齢階層よりも高い値となっており、若年層の定着が課題と考えられる。（図

表 1-1-9） 

図表 1-1-9  訪問介護員、介護職員の年齢階層別採用率と離職率 

 
 

 

（ウ）その他の 5 職種の採用率と離職率 

  その他の 5 職種（サービス提供責任者、生活相談員、看護職員、ＰＴ・ＯＴ・ＳＴ等（※）、介護

支援専門員）の採用率と離職率をみると、看護職員は採用率が 20.8％、離職率が 14.6％と、いず

れも訪問介護員や介護職員を含む調査対象７職種中で最も高く、また、サービス提供責任者は採用

率が 8.0％、離職率が 7.8％と７職種中で最も低い。（なお、離職率は生活相談員も 7.8％と同率と

なっている。）（図表 1-1-10） 

（※）ＰＴ（理学療法士）、ＯＴ（作業療法士）、ＳＴ（言語聴覚士）等の機能訓練指導員 

 

図表 1-1-10  訪問介護員・介護職員以外の 5 職種の採用率と離職率 

 

（単位：件、％）
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事業所数 採用率 離職率 増減率
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（２）従業員の過不足状況〔事業所調査・問８〕 

  従業員の過不足状況は、全体でみた場合は①「大いに不足」（11.1％）、②「不足」（20.9％）、③

「やや不足」（33.8％）となっており、不足とする事業所（①＋②＋③）の割合は 65.8％と、前年

度と比較して 0.6 ポイント上昇した。（図表 1-2-1） 

このうち、より深刻な不足感を抱いている①「大いに不足」と②「不足」の合計は 32.0％と、約

３割となっている。 

  職種別にみると、訪問介護員が①＋②＋③の合計が約 8 割（82.9%）、①＋②の合計が約 6 割

（58.6%）と、調査対象職種のうちで不足感が最も高く、次いで介護職員が高くなっている（①＋

②＋③の合計が 69.8％、①＋②の合計は 36.2％）。 

  また、前年度との比較でみると、不足とする事業所割合（①＋②＋③）は、訪問介護員とサービ

ス提供責任者はやや低下したものの他の職種では上昇しており、訪問介護員も①「大いに不足」と

②「不足」の合計は上昇している。 

 

図表 1-2-1  従業員の過不足状況 
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Ｔ
等

介
護

支
援

専
門

員

（年度）

①大いに不足
②不足
③やや不足
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（３）採用した従業員の人数や質の評価〔事業所調査・問９〕 

  採用した従業員の人数や質の評価は、「人数・質ともに確保できていない」が 30.6％と最も高く、

次いで「質には満足だが、人数は確保できていない」が 27.6％となっている。（図表 1-3-1） 

 介護サービス系型別にみると、施設系（入所型）、居住系で「人数・質ともに確保できていな

い」はそれぞれ 42.0％、38.6％と高くなっている。 

図表 1-3-1  採用した従業員の人数や質の評価 

 
（４）従業員の定着状況〔事業所調査・問 10〕 

  従業員の定着状況は、「定着率は低くない」が 73.1％と最も高く、次いで「定着率が低く困って

いる」が 18.7％となっている。（図表 1-４-1） 

 介護サービス系型別にみると、施設系（入所型）、居住系で「定着率が低く困っている」はそれ

ぞれ 27.7％、23.7％と高くなっている。 

図表 1-4-1  従業員の定着状況 

 

人数・質ともに
確保できている

19.7

17.8

11.0

25.9

12.3

43.5

人数は確保できているが、
質には満足していない

22.2

17.0

26.5

24.5

25.8

17.6

質には満足だが、人数
は確保できていない

27.6

36.0

20.5

24.2

23.3

22.8

人数・質ともに確保
できていない

30.6

29.2

42.0

25.4

38.6

16.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体
(n=7,170)

訪問系
(n=2,212)

施設系(入所型)
(n=1,059)

施設系(通所型)
(n=1,915)

居住系
(n=876)

居宅介護支援
(n=425)

（注）回答事業所は「過去１年間、従業員は採用していない」を選択した事業所及び無回答を除く。

定着率が低く困っている

18.7 

18.5 

27.7 

16.1 

23.7 

7.7 

定着率は低いが
困っていない

6.7 

6.0 

6.2 

7.2 

7.7 

7.3 

定着率は低くない

73.1 

74.4 

64.8 

75.9 

67.8 

79.2 

無回答

1.5 

1.1 

1.3 

0.8 

0.8 

5.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体
(n=8,899)

訪問系
(n=2,722)

施設系(入所型)
(n=1,137)

施設系(通所型)
(n=2,383)

居住系
(n=967)

居宅介護支援
(n=866)
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２．採用活動・職場定着の取り組み 
（１）採用活動の実施状況、効果があったもの〔事業所調査・問 11①②〕 

  事業所が実施している採用活動について、「職員に対して友人・知人などの紹介を依頼」、「ハロ

ーワークや福祉人材センターの担当者に相談」を行っている事業所割合は、66.0％、64.8％とそれ

ぞれ約 3 分の 2 の事業所が行っている。（図表 2-1-1） 

これらを行っている事業所のうち「採用に効果があった」とする事業所は、それぞれ 47.3％、

41.8％と４割超が「効果があった」としている。 

また、「有料職業紹介所を活用」、「事業所ホームページで自事業所のアピールポイントを求職者

に発信」、「民間の有料求人情報サイトを活用」についても、それぞれ 37.9％、36.8％、36.3％と

4 割近くの事業所が行っており、このうち「有料職業紹介所を活用」、「民間の有料求人情報サイト

を活用」は５割前後が「採用に効果があった」としている。 

 

図表 2-1-1  採用活動の実施状況、効果があったもの（複数回答） 

 
 

 

 
 

27.1(41.8)

20.2(53.4)

31.2(47.3)

6.4(35.2)

16.3(44.8)

9.0(24.4)

4.5(27.6)

5.8(23.6)

5.9(26.4)

64.8

37.9

66.0

18.2

36.3

36.8

16.3

24.7

22.3

0% 20% 40% 60% 80%

ハローワークや福祉人材センターの担当者に相談

有料職業紹介所を活用

職員に対して友人・知人などの紹介を依頼

過去の離職者に再雇用を打診（定年後の再雇用
制度は除く）

民間の有料求人情報サイトを活用

事業所ホームページで自事業所のアピールポイントを
求職者へ発信

ＳＮＳを活用して自事業所のアピールポイントを求
職者へ発信

職場体験、職場実習の受け入れを実施

就職セミナー、採用説明会に参加・開催

( )内は「行っている」事業所に占める「採用に効果があった」割合

採用に効果があった
取組を行っている

（ｎ＝8,899）
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（２）現在の法人に就職した主な経路・経緯〔労働者調査・問 13〕 

  介護労働者が現在の法人に就職した主な経路・経緯は、「友人・知人からの紹介」が 33.8％と最

も高く、次いで「ハローワーク」が 19.4％、「求人情報サイト」が 9.6％となっている。 

これを、勤続年数１年未満（この１年間に就職したと考えられる者）についてみると、同様に「友

人・知人からの紹介」が 29.3％と最も高くなっているが、次いで「求人情報サイト」が 21.3％と

なっており、求人情報サイトの活用割合が高くなっている。（図表 2-2-1） 

 

図表 2-2-1  現在の法人に就職した主な経路・経緯 

 
 

 

19.4

1.0

3.4

3.9

33.8

3.4

4.8

9.6

2.2

0.2

1.1

1.0

2.1

4.3

0.5

6.8

2.7

19.9

1.7

1.1

7.1

29.3

2.3

1.2

21.3

3.5

0.4

0.7

0.7

0.6

3.2

0.2

4.3

2.5

0% 10% 20% 30% 40%

ハローワーク

福祉人材センター

学校・養成施設等での進路指導

民間の職業紹介

友人・知人からの紹介

求人・就職情報誌

折込チラシ、新聞・雑誌の広告

求人情報サイト

法人又は施設・事業所のホームページ

法人又は施設・事業所が発信するSNS

就職セミナー、採用説明会

職場体験、職場実習やボランティア

介護職員の養成のための講座・研修を通じて
施設・事業所を知った

施設・事業所からの就職の働きかけ

行政広報誌（市報、区報等）

その他

無回答

全体(n=20,675)
勤続1年未満(n=1,602)
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（３）採用や職場定着・離職防止の方策の実施状況、効果があったもの〔事業所調査・

問 13①②③〕 

事業所で採用や職場定着・離職防止の方策として行われているのは、「有給休暇等の各種休暇の

取得や勤務日時の変更をしやすい職場づくり」が 75.4％と最も高く、次いで「人間関係が良好な

職場づくり」が 74.2％となっている。（図表 2-3-1） 

行っている事業所に占める効果があった割合が高いのは、「採用に効果があった」については「賃

金水準の向上」（38.4％）、「有給休暇等の各種休暇の取得や勤務日時の変更をしやすい職場づくり」

（28.6％）、「職場定着に効果があった」については「有給休暇等の各種休暇の取得や勤務日時の変

更をしやすい職場づくり」（57.9％）、「人間関係が良好な職場づくり」（54.6％）となっている。 

図表 2-3-1  採用や職場定着・離職防止の方策の実施状況、効果があったもの（複数回答） 

 

23.6(38.4)
31.7(51.6)

13.3(22.7)
25.9(44.1)

21.6(28.6)
43.6(57.9)

11.5(20.3)
29.2(51.6)

6.6(12.5)
16.2(30.5)

4.7(10.8)
14.7(34.1)

16.6(22.4)
40.5(54.6)

9.9(14.0)
32.3(45.7)

3.8(12.5)
12.1(40.1)

5.7(11.6)
18.6(37.7)

7.4(15.8)
17.6(37.4)

5.5(16.9)
11.0(33.9)

5.3(11.5)
13.8(30.2)

13.8(23.5)
30.0(51.0)

1.6(23.4)

2.6(37.4)

3.4(8.3)
11.2(27.4)

6.3(16.2)
12.0(31.0)

6.9(13.6)
20.4(40.0)

6.7(12.0)
15.3(27.4)

2.4(9.2)
3.9(14.8)

61.4 

58.7 

75.4 

56.5 

53.1 

43.1 

74.2 

70.6 

30.1 

49.3 

47.0 

32.5 

45.7 

58.9 

6.9 

40.8 

38.7 

51.1 

55.9 

26.0

0% 20% 40% 60% 80%

賃金水準の向上（＊）

時間外労働の削減

有給休暇等の各種休暇の取得や勤務日時の変更をしやすい職場づくり

本人の希望や人間関係などに配慮した配置・異動

介護の質の向上を図るための価値観や行動基準の共有

現場の裁量による創意工夫を尊重するマネジメント

人間関係が良好な職場づくり

職場内での仕事上のコミュニケーションの円滑化
(面談、ミーティング、意見交換会など)

仕事外での職員間の交流の機会の設定

悩み、不満、不安などを上司以外に相談できる担当者・相談窓口の設置

事業所の設備・環境を働きやすいものに改善

介護テクノロジーの導入、業務改善等により業務負担の軽減

健康対策や健康管理の充実

仕事と育児や介護の両立支援

託児所設置や保育費用支援等

利用者やその家族からのカスタマーハラスメントから守る取り組み

事業所内でのキャリアアップの道筋の明確化

能力や仕事ぶりを処遇に反映

事業所内外で研修機会の充実

地域活動への事業所としての参加

採用に効果があった
職場定着に効果があった
方策を行っている

(n=8,899)

( )内は「方策を行っている」を100％としたときの回答割合

（※）「賃金水準の向上」については、賃金水準の向上の幅によって回答率が変動すると考えられるが、質問項目において賃金水準の向上の幅は特定しておらず、各回答者はそれぞ

れの任意の想定の幅について効果があるかどうかを回答していることに注意が必要。 
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（４）現在の法人に就職した理由〔労働者調査・問 14〕 

介護労働者が現在の法人に就職した理由は、「通勤に便利だから」が 51.8％で最も高く、次いで

「職場の人間関係がよさそうだったため」が 35.1％、「自分のやりたい介護ができそうだったため」

が 34.2％となっている。（図表 2-4-1） 

これを、勤続年数１年未満（この１年間に就職したと考えられる者）についてみると、「通勤に

便利だから」が 52.1％で最も高いなどおおむね同様の結果となっているが、「職場の人間関係がよ

さそうだったため」が 41.7％、「自分のやりたい介護ができそうだったため」が 40.3％と全体に

比べにやや高くなっており、また「時間外労働が少ないため」も 30.5％と高い割合となっている。 

 

図表 2-4-1  現在の法人に就職した理由（複数回答） 

 

5.7

14.8

12.3

51.8

17.4

18.5

25.3

13.2

34.2

35.1

16.2

1.4

14.2

9.2

14.6

8.4

6.2

7.3

1.9

5.4

21.9

14.5

52.1

22.5

30.5

23.8

15.0

40.3

41.7

21.0

1.9

17.3

12.5

15.8

10.5

4.9

4.7

0.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

地元での評判が良いため

法人の方針や理念に共感したため

経営が健全で将来的に安定しているため

通勤が便利だから

賃金水準が比較的高いため

時間外労働が少ないため

有給休暇などの各種休暇の取得や
勤務日時の変更をしやすいため

質の高い介護を学べそうだったため

自分のやりたい介護ができそうだったため

職場の人間関係がよさそうだったため

事業所の設備・環境が働きやすそうだったため

介護テクノロジー（ロボット・ICT 機器等）の導入、
業務改善等により業務負担の軽減を図っているため

仕事と育児や介護の両立の支援を充実させているため

事業所内でのキャリアアップの道筋を
明確化しているため

能力や仕事ぶりを処遇に反映しているため

事業所内外での研修機会が充実しているため

その他

理由は特にない

無回答

全体(n=20,675)

勤続1年未満(n=1,602)
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（５）勤務先での取り組み、仕事継続に役立っているもの〔労働者調査・問 21①②〕 

勤務先で行われている取り組みを労働者調査でみると、「有給休暇等の各種休暇の取得や勤務日

時の変更をしやすい職場づくり」が 64.1％と最も高く、次いで「人間関係が良好な職場づくり」

が 56.7％、「職場内での仕事上のコミュニケーションの円滑化」が 54.7％となっている。 

現在の職場を辞めずに働き続けることに役立っているものの行われているに対する割合は、「有

給休暇等の各種休暇の取得や勤務日時の変更をしやすい職場づくり」が 65.5％、「人間関係が良好

な職場づくり」が 65.4％と高くなっている。（図表 2-5-1） 

図表 2-5-1  勤務先での取り組み、働き続けることに役立っているもの（複数回答） 

  

22.1(56.8)

23.0(46.6)

42.0(65.5)

19.9(51.8)

19.5(42.3)

13.6(44.4)

37.1(65.4)

27.0(49.4)

11.5(42.3)

15.6(43.5)

15.8(45.3)

8.0(42.6)

14.9(42.4)

19.2(48.5)

3.6(43.6)

11.4(38.6)

10.0(38.9)

16.8(50.7)

14.6(36.5)

6.7(29.2)

38.9

49.5

64.1

38.5

46.1

30.6

56.7

54.7

27.2

35.8

35.0

18.7

35.2

39.5

8.3

29.6

25.7

33.1

40.1

23.0

0% 20% 40% 60% 80%

賃金水準の向上（＊）

時間外労働の削減

有給休暇等の各種休暇の取得や勤務日時の変更をしや
すい職場づくり

自分の希望や人間関係などに配慮した配置・異動

介護の質の向上を図るための価値観や行動基準の共有

現場の裁量による創意工夫を尊重するマネジメント

人間関係が良好な職場づくり

職場内での仕事上のコミュニケーションの円滑化
（面談、ミーティング、意見交換会など）

仕事外での職員間の交流の機会の設定

悩み、不満、不安などを上司以外に相談できる担当者・
相談窓口の設置

事業所の設備・環境を働きやすいものに改善

介護テクノロジーの導入、業務改善等による業務負担の
軽減

健康対策や健康管理の充実

仕事と育児や介護の両立支援

託児所設置や保育費用支援等

利用者やその家族からのカスタマーハラスメントから守る取り
組み

事業所内でのキャリアアップの道筋の明確化

能力や仕事ぶりを処遇に反映

事業所内外での研修機会の充実

地域活動への事業所としての参加

( )内は「行われている」に占める「働き続けることに役立っている」割合

働き続けることに役立っている
取組が行われている

（ｎ＝20,675）

（※「賃金水準の向上」については、賃金水準の向上の幅によって回答率が変動すると考えられるが、質問項目において賃金水準の向上の幅は特定しておらず、各回答者はそれぞれ

の任意の想定の幅についてそれが役立っているかどうかを回答していることに注意が必要。 
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３．中途採用者の前職等の状況 
（１）介護労働者のこれまでに経験した仕事・直前の仕事〔労働者調査・問７②③〕 

中途採用の介護労働者（現在の仕事以外に仕事をしたことがある介護労働者）が、これまでに経

験した仕事は「介護・福祉・医療関係以外の仕事」の割合が最も高く(63.6％)、「介護関係の仕事」

は 50.7％となっている。（図表 3-1-1） 

また、直前の仕事は「介護関係の仕事」が最も高く(36.5％)、その中では「施設系」が 15.6％

と高くなっている。 

図表 3-1-1 これまでに経験した仕事、直前の仕事 

 
 

 直前の仕事を現在の職種別にみると、介護職員、訪問介護員は「介護・福祉・医療関係以外の仕

事」の割合が最も高い（それぞれ 36.1%、40.3%）一方、介護支援専門員、サービス提供責任者、

生活相談員は「介護関係の仕事」が最も高くなっている（それぞれ 54.1%、41.8％、41.8％）。 

介護職員、訪問介護員のうち、直前の仕事が「介護・福祉・医療関係以外の仕事」についてみる

と、これまでに介護関係の仕事の経験のないものが約 85％を占めている。（図表 3-1-2） 

 

図表 3-1-2 現在の職種別直前の仕事 

 

（単位：件、％）

計 訪問系 通所系 施設系 その他

これまでに経験した
仕事（複数回答）

16,901 50.7 19.9 21.7 31.5 6.4 7.7 24.5 63.6 3.6

直前の仕事 16,901 36.5 8.2 9.5 15.6 3.2 3.0 12.5 31.0 17.0

介護以外

の福祉関
係の仕事

医療関係

の仕事

介護・福祉

・医療関係
以外の仕事

無回答
回答

労働者数

介護関係の仕事

（単位：人、％）

あり なし

36.1 5.7 30.4
(100.0) (15.9) (84.1)

40.3 5.9 34.4
(100.0) (14.6) (85.4)

サービス提供責任者  1,524 100.0 41.8 14.2 10.1 15.6 1.9 2.6 4.6 34.6 5.6 28.9 16.5

生活相談員          929 100.0 41.8 4.4 17.7 18.0 1.7 4.0 4.3 32.6 5.3 27.3 17.3

看護職員            1,739 100.0 21.5 7.2 5.3 7.8 1.2 1.4 54.7 6.8 1.3 5.5 15.6

ＰＴ・ＯＴ・ＳＴ等  335 100.0 23.9 5.4 11.9 6.0 0.6 1.8 51.9 10.7 1.5 9.3 11.6

介護支援専門員 2,402 100.0 54.1 12.9 11.1 17.1 13.0 4.5 11.3 17.2 2.4 14.8 12.9

その他              623 100.0 24.1 4.8 6.3 10.9 2.1 3.4 11.2 44.3 3.4 40.9 17.0

18.2 1.6 2.8 5.7 17.4介護職員            5,956 100.0 33.7 3.9 10.0

7.1 15.2 1.3 3.1 5.0 20.0

通所系 施設系 その他 計

これまでの勤務先での

介護関係の仕事の経験

訪問介護員          2,962 100.0 35.8 12.2

現在の職種 回答労働者数

直前の仕事

介護関係の仕事
介護以外

の福祉関
係の仕事

医療関係

の仕事

左記以外の仕事

無回答
計 訪問系
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（２）直前の仕事を辞めた理由〔労働者調査・問８①②③〕 

（ア）介護労働者が直前の仕事を辞めた理由 

  介護労働者がその直前の仕事を辞めた理由を、直前の仕事が「介護関係の仕事」か否かで比較す

ると、介護関係の仕事であったものは「職場の人間関係に問題があったため」が 27.3％と最も高

く 、次いで「勤務先の事業理念や運営のあり方に不満があったため」が 21.0％、「他に良い仕事・

職場があったため」が 17.2％となっている。介護関係以外の仕事では「結婚・妊娠・出産・育児の

ため」が 20.1％と最も高く、次いで「自分の将来の見込みが立たなかったため」が 16.6％となっ

ている。（図表 3-2-1） 

 

（イ）職場の人間関係の問題の場合の具体的な内容（直前の仕事が介護関係） 

  直前の仕事が介護関係の仕事で、辞めた理由が「職場の人間関係に問題があったため」とする者

について、その具体的な内容は「上司や先輩からの指導や言動がきつかったり、パワーハラスメン

トがあった」が「職場の人間関係に問題があったため」に辞めた者の 45.8％と最も高く、次いで

「仕事の進め方に関する上司や同僚との意思疎通がうまくいかなかった」が 38.0％、「上司の業務

指示が不明確、リーダーシップがなかった」が 37.4％となっている。（図表 3-2-2） 

 

（ウ）事業理念や運営のあり方への不満の場合の具体的な内容（直前の仕事が介護関係） 

  直前の仕事が介護関係の仕事で、辞めた理由が「勤務先の事業理念や運営のあり方に不満があっ

たため」とする者について、その具体的な内容は「介護の質の向上の手法・方向性が自分の考え方

とは異なっていた」が「勤務先の事業理念や運営のあり方に不満があったため」に辞めた者の

34.2％と最も高く、次いで「介護の質の向上の取り組みに対して職員の体制や処遇が追いつかなか

った」が 33.9％、「介護の質の向上をさせる姿勢がなかった」が 33.3％となっている。（図表 3-2-

3） 
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図表 3-2-1  直前の仕事が介護関係か否か別・直前の仕事を辞めた理由（複数回答） 

 
図表 3-2-2  辞めた理由が職場の人間関係の問題の場合の具体的な内容（複数回答） 

（直前の仕事が介護関係） 
[問８①(図表 3-2-1)で「職場の人間関係に問題があったため」を 100％としたときの回答割合] 

 
図表 3-2-3  辞めた理由が事業理念や運営のあり方への不満の場合の具体的な内容（複数回答） 

（直前の仕事が介護関係） 
[問８①(図表 3-2-1)で「勤務先の事業理念や運営のあり方に不満があったため」を 100％としたとき

の回答割合] 

 

7.5

17.2

10.7

15.7

12.4

6.5

27.3
3.3

7.2

21.0

4.3

2.5

4.0

14.0

4.1

12.1

4.3

8.6

10.1

9.2

14.3

16.6

11.2

15.3

1.3

3.5

9.1

4.1

4.4

2.7

20.1

4.7

14.3
2.4

0% 10% 20% 30%

人員整理・勧奨退職・法人解散・事業不振等のため

他に良い仕事・職場があったため

新しい資格を取ったから

収入が少なかったため

自分の将来の見込みが立たなかったため

自分に向かない仕事だったため

職場の人間関係に問題があったため

カスタマー・ハラスメントがあったため

勤務先に仕事上の悩み事の相談ができなかったため

勤務先の事業理念や運営のあり方に不満があったため

家族の転職・転勤、又は事業所の移転のため

定年・雇用契約の満了のため

病気・高齢のため

結婚・妊娠・出産・育児のため

家族の介護・看護のため

その他

無回答

直前の仕事が介護関係（n=6,163)
直前の仕事が介護関係以外（n=7,857)

45.837.4
25.0

5.5
16.5

38.0
2.6

26.2
8.3
9.3

0.6

0% 10% 20% 30% 40% 50%

上司や先輩からの指導や言動がきつかったり、パワーハラスメントがあった
上司の業務指示が不明確、リーダーシップがなかった

同僚からのきつい言動・悪口・嫌がらせ等があった
職場で仕事のこと以外の会話がなかった

職場内の仲間はずれや、疎外感・孤独感を感じた
仕事の進め方に関する上司や同僚との意思疎通がうまくいかなかった

職場の人間からセクハラを受けた
仕事に対してやる気のない上司・先輩・同僚がいた

部下・後輩に対する指導が難しかった
その他

無回答
直前の仕事が介護関係（n=1,680)

33.3
34.2
33.9

31.0
32.1
32.2

25.1
8.2

12.9
1.4

0% 10% 20% 30% 40% 50%

介護の質の向上をさせる姿勢がなかった
介護の質の向上の手法・方向性が自分の考え方とは異なっていた

介護の質の向上の取り組みに対して職員の体制や処遇が追いつかなかった
仕事の仕方に関する職員の提案を、管理者が聞いてくれなかった

経営の効率性を過度に重視していた
無駄な業務が多く職員の業務量負担への配慮が弱かった

職場の人間関係の改善の取り組みをしてくれなかった
利用者や家族からのカスタマー・ハラスメントから守る取り組みをしてくれなかった

その他
無回答 直前の仕事が介護関係（n=1,297)
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４．賃金・労働時間の状況 
（１）賃金の状況〔労働者調査・問 20②③〕 

（ア）通常月の平均月収 

  賃金支払形態が月給の人の通常月の平均月収（注）は 254,951 円、前年度に比べ、2.4％の増加

となった。（図表 4-1-1） 

職種別では「訪問介護員」（4.1％）、「介護職員」（3.1％）、「生活相談員」（3.1％）の伸びが高くな

っている。年齢階層別では「30～34 歳」（4.3％）での伸びが高くなっているが、令和 5 年度調査からの 2 年

間の平均伸び率でみると、60 歳未満の各年齢階層はおおむね２％台となっている。 
 
（注）平均月収は、賞与・残業代・休日出勤手当を除き、交通費等毎月決まって支給される各種手当を

含む賃金額（税込み）。 
 

図表 4-1-1  通常月の平均月収（税込み、賃金支払形態が月給の者） 

 

（単位：人、円、％）

回答労働者数 平均月収
対前年増加率
（R６→R７）

対前年増加率
（R５→R６）

年平均増加率
（R５→R７）

12,758 254,951 2.4 3.1 2.8

訪問介護員 1,721 239,756 4.1 3.2 3.7

介護職員 4,233 239,855 3.1 2.9 3.0

サービス提供責任者 1,322 263,280 2.5 2.2 2.4

生活相談員 854 252,994 3.1 1.2 2.1

看護職員 1,493 293,318 1.1 3.6 2.3

ＰＴ・ＯＴ・ＳＴ等 431 281,174 -1.0 2.7 0.8

介護支援専門員 1,983 259,950 0.8 2.7 1.8

20～24歳 214 211,714 0.1 5.8 2.9

25～29歳 615 241,940 1.1 5.0 3.0

30～34歳 804 253,609 4.3 1.4 2.9

35～39歳 1,216 256,125 1.1 4.2 2.7

40～44歳 1,692 257,605 1.1 4.2 2.6

45～49歳 2,041 260,400 2.8 2.0 2.4

50～54歳 2,166 259,185 1.6 3.0 2.3

55～59歳 1,738 260,992 2.9 2.9 2.9

60～64歳 1,294 252,820 4.0 3.0 3.5

65～69歳 525 241,390 3.2 3.4 3.3

70～74歳 178 236,527 9.1 3.6 6.3

（注）20歳未満、75歳以上は回答労働者数が少ないため非掲載。

計

年
齢
階
層
別

職
種
別
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平均月収の推移をみると、６年連続で増加となっている。（図表 4-1-2） 

図表 4-1-2  平均月収の推移（税込み、賃金支払形態が月給の者） 

 
 

（イ）時間給 

平均時間給は 1,321 円、前年度に比べ 4.7％の増加となっている。（図表 4-1-3） 

図表 4-1-3  時間給の推移 

 
 

（２）残業時間の状況〔労働者調査・問 17③〕 

１週間の残業時間は、「残業時間なし」が 56.3％と約半数。「５時間未満」が 26.7％で、これら

を合わせると約 8 割となっている。「残業時間なし」を含めた平均残業時間は 1.7 時間となってい

る。（図表 4-2-1） 

図表 4-2-1  職位別１週間の残業時間 

 

21.6 21.9 22.1 22.0 22.7 22.9 23.8 24.1 24.9 25.5

0万円

10万円

20万円

30万円

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

（年度）

1,067 1,078 1,109 1,111 1,142 1,165 1,187 1,219 1,262 1,321

0円

500円

1,000円

1,500円

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7
（年度）

（単位：人、％、時間）

回答
労働者数

残業なし
５時間
未満

５～10
時間未満

10～15
時間未満

15時間
以上

無回答
平均

残業時間

全体 20,675 56.3 26.7 9.9 3.1 1.2 2.9 1.7

管理職 3,784 46.2 24.3 17.6 7.0 3.2 1.7 2.9

主任・(サブ) リーダーなど
職場のまとめ役

3,948 43.6 35.2 14.3 4.1 1.3 1.5 2.2

一般職・担当職 12,603 63.7 25.1 6.4 1.6 0.6 2.6 1.1
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５．介護労働者の就業意識 
（１）介護の仕事で働こうと思ったきっかけ〔労働者調査・問２①〕 

介護の仕事で働こうと思ったきっかけは、「身近に介護が必要な人がいた」が 27.8％で最も高く、

次いで「身近に介護の仕事をしている人がいた」が 26.3％となっている。（図表 5-1-1） 

介護の仕事の経験年数が 3 年未満の者に限ると、「身近に介護の仕事をしている人がいた」が

31.1％で最も高く、また「SNS、WEB・ネット等の影響」もやや高くなっている。 

図表 5-1-1  介護の仕事で働こうと思ったきっかけ（複数回答） 

 
 

 

2.2

4.7

1.2

27.8

26.3

13.3

3.6

15.2

7.1

1.5

5.8

2.4

3.2

8.3

6.5

2.2

7.2

19.3

1.8

6.3

3.0

0.9

26.0

31.1

11.7

2.3

17.6

8.0

3.7

6.0

2.7

3.5

9.0

3.1

2.4

3.9

17.2

2.2

0% 10% 20% 30% 40%

SNS、WEB・ネット等の影響

テレビ・ラジオ、新聞・雑誌等の影響

小説、漫画、映画、ドラマの影響

身近に介護が必要な人がいた

身近に介護の仕事をしている人がいた

親・家族に勧められた

学校の先生に勧められた

友人・知人に勧められた

ハローワークの職業相談で勧められた

民間職業紹介所の職業相談で勧められた

介護事業所の経営者等から勧誘された

学校での職業講座

職業体験・インターンシップ

介護関係の職業訓練や講習会の受講

介護関係の専門の学校への入学

介護関係のアルバイト、スポットワークの経験

介護関係のボランティアの経験

その他

無回答

全体(n=20,675)

3年未満(n=1,393)
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（２）働きやすさ、働きがい〔労働者調査・問 26、問 27〕 

今の仕事や職場は「働きやすい」と思うかの設問に｢そう思う｣または｢ややそう思う｣と回答した

者の割合は 67.5％と約７割となっている。また、今の仕事や職場は「働きがい」があると思うか

の設問に｢そう思う｣または｢ややそう思う｣と回答した者の割合は 63.2％と約６割となっている。 

職種別にみると、「働きやすさ」では、PT・OT・ST 等が 73.3％、訪問介護員が 72.7％、介護

支援専門員が 70.8％と７割を超えている。介護職員をサービス系型別にみると、施設系（通所型）

で 70.0％と他より高くなっている。 

「働きがい」では、PT・OT・ST 等が 72.5％、訪問介護員が 68.3％、看護職員が 68.1％と他

の職種よりやや高くなっている。（図表 5-2-1） 

図表 5-2-1  今の仕事や職場は「働きやすい」、「働きがいがある」と思いますか 
（「そう思う」＋「ややそう思う」の割合） 

 
 

＜参考＞「働きやすさ」「働きがい」の介護労働者と非介護労働者との比較 

  令和７年度介護労働実態調査（特別調査）において、介護労働者と非介護労働者の意識調査を行

い、その中で本調査と同様の設問の「働きやすさ」「働きがい」の比較も行った。調査方法・対象者

は異なっており、結果を本調査と比較することには留意が必要であるが、当該調査内での比較にお

いては「働きやすさ」は非介護労働者、「働きがい」は介護労働者が相対的に高くなっている（図表

5-2-2）。詳細は当センターＨＰより「令和７年度介護労働実態調査（特別調査）」をご参照くださ

い。（URL：https://www.kaigo-center.or.jp/report/tokubetsu/R07_chousa.html） 

図表 5-2-2  「働きやすさ」「働きがい」の介護労働者と非介護労働者との比較 

 

67.5
72.7

63.3

54.9

70.0

62.2

69.2
67.0 68.0

73.3 70.8
63.2

68.3

56.8
48.4

65.7

53.7

66.7 66.1 68.1
72.5

65.2

0

20

40

60

80

全
体

（n=
20,675)

訪
問
介
護
員

(n=
3,339)

介
護
職
員

(n=
7,519)

施
設
系(

入
所
型)

(n=
2,054)

施
設
系(

通
所
型)

(n=
2,611)

居
住
系

(n=
1,704)

サ
ー
ビ
ス
提
供
責
任
者

(n=
1,739)

生
活
相
談
員

(n=
1,155)

看
護
職
員

(n=
2,494)

Ｐ
Ｔ
・
Ｏ
Ｔ
・
Ｓ
Ｔ
等

(n=
539)

介
護
支
援
専
門
員

(n=
2,678)

働きやすさ
働きがい介護職員のサービス系型別

（単位：％）
「そう思う」＋「ややそう思う」の割合 介護労働者 非介護労働者

今の仕事や職場は働きやすいと思いますか 45.8 53.4
今の仕事や職場は働きがいがあると思いますか 44.6 41.2
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（３）満足度〔労働者調査・問 29〕 

現在の仕事の満足度について、満足度Ｄ.Ｉ.（「満足」と「やや満足」の合計の回答者割合から「不

満足」と「やや不満足」の合計の回答者割合を差し引いた指標）でみると、「職場の人間関係」（38.2）、

「仕事の内容」（34.2）で高いプラスになる一方で、「人員配置体制」（▲18.5）、「休憩室などの付

帯設備」（▲12.5）、「賃金水準」（▲12.3）でマイナスが大きい。（図表 5-3-1） 

図表 5-3-1  満足度Ｄ.Ｉ. 

 
図表 5-3-2  仕事の満足度 
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⑧
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⑨
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事
関
係
の
情
報
の
共
有

⑩
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用
の
安
定
性

⑪
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事
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た
め
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設
備
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機
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・
用
具
類

⑫
休
憩
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な
ど
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付
帯
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備

⑬
教
育
訓
練
・
能
力
開
発
の
機
会

⑭
職
業
生
活
全
体

職種計

訪問介護員

介護職員

（ｎ＝20,675）

満 足

16.3 

8.9 

18.1 

8.6 

11.4 

8.5 

21.7 

19.3 

17.2 

16.4 

8.9 

9.0 

6.7 

9.3 

やや満足

28.2 

16.5 

20.2 

12.2 

14.4 

12.7 

27.8 

25.9 

27.1 

20.5 

15.4 

11.8 

12.7 

17.9 

普 通

39.4 

31.4 

38.0 

34.0 

55.6 

51.1 

33.7 

36.8 

38.6 

44.0 

43.5 

39.9 

54.8 

53.4 

やや不満足

7.7 

22.8 

12.6 

25.9 

7.7 

13.7 

8.3 

8.6 

8.7 

9.2 

18.9 

21.0 

13.5 

9.6 

不満足

2.6 

14.9 

5.4 

13.4 

3.0 

7.5 

3.0 

3.7 

2.8 

4.1 

7.2 

12.3 

6.0 

3.7 

無回答

5.8 

5.4 

5.6 

5.9 

7.9 

6.4 

5.5 

5.7 

5.6 

5.9 

6.0 

6.0 

6.3 

6.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①仕事の内容

②賃金水準

③労働時間・休日等の労働条件

④人員配置体制

⑤仕事と育児や介護の両立

⑥人事評価のあり方

⑦職場の人間関係

⑧仕事上の相談の環境

⑨仕事関係の情報の共有

⑩雇用の安定性

⑪仕事のための設備・機器・用具類

⑫休憩室などの付帯設備

⑬教育訓練・能力開発の機会

⑭職業生活全体

全体(n=20,675)
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（４）仕事に関する意識〔労働者調査・問 23〕 

  仕事に関する意識を志向性Ｄ.Ｉ.(｢そう思う｣と｢ややそう思う｣の合計の回答者割合から｢そう思

わない｣と｢あまりそう思わない｣の合計の回答者割合を差し引いた指標)でみると、「管理職・リー

ダーになって部下に指示や指導をする仕事をしたい」「管理職・リーダーになって大きな判断や責

任をとる仕事をしたい」でマイナスが大きい（それぞれ▲41.7、▲37.5）一方で、「上司や同僚が

サポートしてくれる職場で働きたい」「利用者の役に立つ仕事がしたい」でプラスが大きくなって

いる（それぞれ 81.0、78.6）。（図表 5-4-1） 

図表 5-4-1  仕事に関する意識（志向性Ｄ.Ｉ.） 

 
 

図表 5-4-2  仕事に関する意識 

 

そう思う

7.2 

5.8 

22.8 

32.0 

46.0 

35.5 

51.8 

37.6 

8.4 

45.2 

ややそう思う

10.0 

9.5 

31.2 

39.2 

30.7 

32.1 

32.0 

36.6 

14.4 

36.0 

どちらともいえない

25.5 

24.9 

28.0 

19.8 

16.2 

21.9 

10.8 

18.2 

41.3 

13.9 

あまりそう思わない

22.6 

22.8 

8.1 

3.7 

2.2 

4.6 

1.3 

2.8 

16.6 

1.3 

そう思わない

32.1 

34.2 

7.1 

2.7 

2.3 

3.2 

1.5 

2.3 

16.7 

1.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①管理職・リーダーになって大きな判断や責任をとる仕事をしたい

②管理職・リーダーになって部下に指示や指導をする仕事をしたい

③いつまでも現場で専門性を発揮したい

④自分の価値観やポリシーを持って仕事に取り組みたい

⑤仕事について自分の考え方にあっている上司の下で働きたい

⑥上司や同僚との人間関係がいい職場でないと力が発揮できない

⑦上司や同僚がサポートしてくれる職場で働きたい

⑧自分の介護の能力・専門性を高めたい

⑨金銭的報酬よりも、仕事へのやりがいの方が重要である

⑩利用者の役に立つ仕事がしたい

全体(n=20,675)
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（５）仕事・職場の評価〔労働者調査・問 28〕 

今の仕事や職場についてあてはまるものは、「利用者や家族から感謝される」が 60.7％で最も高

く、次いで「利用者の援助・支援や生活改善につながる」が 56.7％、「福祉に貢献できる」が 38.5％

となっている。（図表 5-5-1） 

 

図表 5-5-1  今の仕事や職場にあてはまるもの（複数回答） 
 

 
 

 

38.5 

56.7 

60.7 

37.4 

34.7 

16.5 

21.6 

27.3 

17.6 

14.0 

13.1 

13.2 

9.3 

16.6 

12.6 

28.0 

31.5 

43.4 

17.6 

3.7 

5.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

福祉に貢献できる

利用者の援助・支援や生活改善につながる

利用者や家族から感謝される

仕事に誇りを持てる

専門性が発揮できる

業務改善の機会がある

自分が成長している実感がある

仕事が楽しい

期待される役割が明確である

目標にしたい先輩・同僚がいる

法人や上司から働きぶりが評価される

資格取得やケアの専門性向上の機会がある

リーダーや管理職への昇進の機会がある

昇給がある

生計を立てていく見込みがある

収入が安定している

日頃から有給休暇が取りやすい

勤務日時の急な変更に対応してくれる

突然の時間外勤務がない

いずれもあてはまらない

無回答 全体(n=20,675)
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（６）労働条件・仕事の負担についての悩み・不安・不満等〔労働者調査・問 22①〕 

  労働条件・仕事の負担についての悩み・不安・不満等については、「人手が足りない」が 52.3％

と最も高く、次いで「仕事内容のわりに賃金が低い」が 38.1％、「昇給がない、少ない」が 29.9％、

「身体的負担が大きい」が 23.9％となっている。（図表 5-6-1） 

図表 5-6-1  労働条件・仕事の負担についての悩み・不安・不満等（複数回答） 

 

6.3 

52.3 

38.1 

8.1 

7.1 

3.2 

16.4 

17.3 

19.6 

19.5 

5.8 

2.8 

29.9 

13.0 

7.2 

23.9 

18.5 

8.1 

3.1 

13.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

雇用が不安定である

人手が足りない

仕事内容のわりに賃金が低い

労働時間が不規則である

労働時間が長い

不払い残業がある・多い

休憩が取りにくい

有給休暇が取りにくい

精神的にきつい

業務に対する社会的評価が低い

資格取得やケアの専門性向上の支援がない

リーダーや管理職への昇進の機会がない

昇給がない、少ない

夜間や深夜時間帯に何か起きるのではないかと
不安がある

介護業務と医療行為の境めが分かりにくいため
不安がある

身体的負担が大きい

健康面（新型コロナウィルス等感染症、怪我）の
不安がある

福祉機器の不足、機器操作の不慣れ、施設の構造に
不安がある

その他

労働条件・仕事の負担について
特に悩み、不安、不満等は感じていない

全体(n=20,675)
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（７）現在の仕事（職種）、事業所での就労に関する今後の希望〔労働者調査・問 30〕 

（ア）現在の仕事（職種）の今後の希望 

現在の仕事（職種）に関する今後の希望は、「今の仕事（職種）を続けたい」が 55.9％と、半数

以上となっている。（図表 5-7-1） 

図表 5-7-1  現在の仕事（職種）の今後の希望 

 
（イ）現在の事業所での就労の希望 

現在の事業所での就労については、「現在の事業所で働き続けたい」が 51.9％と、約半数となっ

ている。（図表 5-7-2） 

図表 5-7-2  現在の事業所での就労の希望 

 
 

現在の仕事（職種）の今後の希望で「今の仕事（職種）を続けたい」とするもののうち、「今の事

業所で働き続けたい」とするものは約 8 割（81.8％）となっている。（図表 5-7-3） 

図表 5-7-3  現在の事業所での就労の希望 

 

今の仕事(職
種)の継続

55.9 

介護関係で
別の職種

4.3 

福祉・医療関
係で別の職種

2.9 

介護・福祉・医
療関係以外

5.6 

わからない

20.1 

働きたくない

3.1 

無回答

8.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体
(n=20,675)

今の事業所で
働き続けたい

51.9 

今の法人内の
別の事業所

1.8 

別の法人や
企業に転職

9.5 

わからない

27.5 

無回答

9.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体
(n=20,043)

（単位：人、％）

今の事業所で
働き続けたい

今の法人内の

別の事業所に
転勤したい

別の法人や

企業などに
転職したい

わからない 無回答

20,043 10,393 368 1,901 5,509 1,872

100.0 51.9 1.8 9.5 27.5 9.3

問30① 今の仕事（職種）を続けたい 11,557 81.8 1.3 3.5 11.9 1.4
今の仕事（職種）ではない、

介護関係の仕事（職種）に就きたい
882 17.1 11.5 42.4 28.2 0.8

今の仕事（職種）ではない、

福祉・医療関係の仕事（職種）に就きたい
595 9.6 7.6 49.1 32.9 0.8

介護・福祉・医療関係以外の
仕事（職種）に就きたい

1,167 10.5 2.1 48.8 36.9 1.8

わからない 4,165 13.7 1.0 5.9 77.8 1.6

（※）問30①で「働きたくない」を選択した者を除く。

回答
労働者数
（＊）

問30② 現在の事業所での就労継続希望

計

現
在
の
仕
事
の

今
後
の
希
望
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６．仕事と育児・介護の両立 
（１）仕事と育児・介護の両立支援の課題〔事業所調査・問 16〕 

仕事と育児・介護の両立支援の課題として、「代替要員の確保や配置が難しい」が 50.4％と最も

高く、次いで「労働時間管理や人材配置が難しい」が 37.6％、「制度利用者以外の他の職員の業務

負担が大きくなる」が 34.5％など、人材の確保・配置、他の職員の負担等が上位にあげられてい

る。（図表 6-1-1） 

図表 6-1-1  仕事と育児・介護の両立支援の課題（複数回答） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

37.6 

9.8 

50.4 

19.9 

34.5 

3.8 

13.3 

12.0 

1.3 

23.8 

3.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

労働時間管理や人材配置が難しい

休業や短時間勤務をする職員の人事評価が難しい

代替要員の確保や配置が難しい

人員不足のため、制度利用に関する希望の実現が難しい

制度利用者以外の他の職員の業務負担が大きくなる

両立支援の利用に関して周囲の職員の理解が得られない

両立支援制度の利用中は仕事よりも私生活が優先される
ことが多い

両立の難しさから、離職や非正規転換を考える人がいる

その他

特に課題はない

無回答 全体(n=8,899)
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（２）育児・家族介護の現在の状況、今後５年間の可能性〔労働者調査・問 25①②〕 

現在「育児をしている」者は 18.7％、現在「家族介護をしている」者は 12.5％となっている。

（図表 6-2-1） 

一方、今後５年間のうちに、「育児をする可能性がある」者は 15.7％、「家族介護をする可能性

がある」者は 50.2％と約半数となっている。（図表 6-2-2） 

 

図表 6-2-1  育児・家族介護の現在の状況（複数回答） 
 

 
 

図表 6-2-2  今後５年間の育児・家族介護の可能性（複数回答） 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

18.7 

12.5 

63.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

育児をしている

家族介護をしている

いずれもしていない

全体(n=20,675)

15.7 

50.2 

30.3 

8.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

育児をする可能性がある

家族介護をする可能性がある

いずれの可能性もない

無回答 全体(n=20,675)
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（３）介護休業についての認識、職場の雰囲気、仕事継続の可否〔労働者調査・問 24〕 

仕事を続けながら介護をするための体制を構築するための期間である「介護休業期間」について、

そのように認識しているのは、「どちらかというと」そうであるとする者も合わせると 25.6％であ

る一方、「介護休業期間は、介護に専念するための期間である」と認識しているものは、「どちらか

というと」そうであるとする者も合わせると 39.1％と４割近くとなっている。（図表 6-3-1） 

現在の職場で介護のことについて上司や同僚に相談できる雰囲気があるかどうかは、「そう思う」

が 42.3％、「ややそう思う」は 39.6％となっている。（図表 6-3-2） 

現在の職場での家族介護をしながらの仕事の継続については、「続けられないと思う」「おそらく

続けられないと思う」を合わせると 38.6％で、これを今後５年間に「家族介護をする可能性があ

る」と回答した者でみると、39.8％と約４割となっている。（図表 6-3-3） 

図表 6-3-1  介護休業についての認識 

 
 

図表 6-3-2 介護のことについて、上司や同僚に相談できる雰囲気があるか 

 
図表 6-3-3 家族介護をしながら仕事を続けることができると思うか 

 

Ａ

6.6 

どちらかと
いうとＡ

19.0 

どちらとも
いえない

19.6 

どちらかと
いうとＢ

21.2 

Ｂ

17.9 

わからない

10.3 

無回答

5.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=20,675)

Ａ 介護休業期間は、主に仕事を続けながら介護をするための体制を構築する期間である
Ｂ 介護休業期間は、介護に専念するための期間である

そう思う

42.3 

ややそう思う

39.6 

あまりそう思わない

9.1 

そう思わない

3.4 

わからない

3.6 

無回答

2.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=20,675)

続けられると思う

11.8 

10.8 

おそらく続けら
れると思う

35.7 

37.4 

おそらく続けら
れないと思う

22.4 

23.3 

続けられな
いと思う

16.2 

16.5 

わからない

11.9 

10.7 

無回答

2.0 

1.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=20,675)

今後5年間家族介護
をする可能性がある

(n=10,387)
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これらのうち前二者の設問の回答別に、現在の職場で家族介護をしながら仕事を続けることがで

きるか否かの回答をみると、介護休業の認識については、「体制の構築期間（A）」と認識する者で

は仕事を「続けられると思う」が 31.7％で、「おそらく続けられると思う」と合わせると約３分の

２（66.5％）である一方で、「介護に専念する期間（B）」と認識する者では「続けられないと思う」

「おそらく続けられないと思う」を合わせると 46.1％と高い割合になっている。（図表 6-3-4） 

また、相談できる雰囲気については、「そう思う」と回答した者では仕事を「続けられると思う」

が 24.7％と高い割合となっている一方で、「そう思わない」と回答した者では「続けられないと思

う」が 60.8％と６割となっている。 

従業員の職場定着のためには、事業所において介護休業制度の利用目的を正しく伝えることや相

談できる環境の構築も重要な要素であると考えられる。 

図表 6-3-4 介護休業の認識・相談できる雰囲気別、家族介護をしながらの仕事の継続可能性 

 

続けられる
と思う

31.7

13.8

10.0

7.2

11.6

9.5

24.7

2.4

1.7

1.7

4.7

おそらく続け
られると思う

34.8

48.1

37.0

37.5

31.3

23.5

40.6

41.4

15.8

7.2

10.6

おそらく続けら
れないと思う

15.2

21.0

26.8

27.2

21.4

17.6

14.9

28.3

40.5

19.9

12.4

続けられない
と思う

12.2

9.6

13.8

17.9

24.7

19.2

9.4

16.2

32.9

60.8

19.8

わからない

6.1

7.4

12.2

10.1

10.9

30.0

10.1

11.5

9.0

10.0

52.5

無回答

0.1

0.1

0.2

0.1

0.1

0.2

0.2

0.1

0.2

0.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Ａ 介護休業期間は、主に仕事
を続けながら介護をするための体

制を構築する期間である

どちらかというとＡ
(n=3,934)

どちらともいえない
(n=4.051)

どちらかというとＢ
(n=4,387)

Ｂ 介護休業期間は、介護に専
念するための期間である

(n=3,709)

わからない
(n=2,137)

そう思う
(n=8,737)

ややそう思う
(n=8,192)

あまりそう思わない
(n=1,889)

そう思わない
(n=710)

わからない
(n=408)

(n=1,357)

介
護
に
つ
い
て
上
司
等
に

相
談
で
き
る
雰
囲
気

介
護
休
業
の
認
識
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家族介護をしながらの仕事の継続可能性別に、今の事業所での就労希望（労働者調査・問 30②）

をみると、「続けられると思う」者では「今の事業所で働き続きたい」の割合が 74.9％と高い一方

で、「続けられないと思う」者では「今の事業所で働き続きたい」の割合は 29.2％と低く、「別の法

人や企業などに転職したい」の割合が 23.2％と相対的に高くなっている（図表 6-3-5） 

 

図表 6-3-5 家族介護をしながらの仕事の継続可能性別、今の事業所での就労希望 

 
 

 

今の事業所で
働き続けたい

74.9

62.3

42.0

29.2

46.9

今の法人内の別の
事業所に転勤したい

0.9

1.7

2.1

2.8

1.2

別の法人や企業
などに転職したい

3.0

5.3

12.3

23.2

5.8

わからない

11.0

21.9

34.9

36.1

36.8

無回答

10.2

8.8

8.7

8.6

9.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

続けられると思う
(n=2.399)

おそらく続けられると
思う

(n=7,258)
おそらく続けられないと

思う
(n=4,462)

続けられないと思う
(n=3,136)

わからない
(n=2,382)



36 

７．介護テクノロジー（ICT 機器・介護ロボット等） 
（１）介護テクノロジーの導入状況〔事業所調査・問 17①〕 

  介護テクノロジー（ICT 機器・介護ロボット等）の導入状況について、介護サービス系型別に「日

常的に利用している」ものをみると、「利用者情報（ケア記録・ケアプラン等）の入力・保存・転記

の機能」が全体で 72.2％となるなど、パソコンによって利用する介護ソフトは各介護サービス系

型で多く利用されている。 

訪問系ではタブレット端末・スマートフォンの活用の割合が高く、施設系（入所型）、居住系で

はセンサー等の ICT 機器や介護ロボットの利用割合が相対的に高くなっている。 

介護ロボット関係の利用率は全般的に低いが、「入浴を支援する介護テクノロジー」が施設系（入

所型）で 19.7％と他と比べて高い割合となっている。（図表 7-1-1） 

図表 7-1-1  事業所における介護テクノロジーの導入状況（「日常的に利用している」割合） 

 

（単位：件、％）

訪問系
施設系

（入所型）
施設系

（通所型）
居住系

居宅介護
支援

8,899 2,722 1,137 2,383 967 866
利用者情報（ケア記録・ケアプラン等）の

入力・保存・転記の機能
72.2 74.7 83.2 67.4 64.0 74.0

職員間での報告・連絡・相談を行うための

グルーウェアの機能
41.1 51.4 47.1 32.3 31.6 35.2

シフト管理・勤怠管理・給与計算・配車管理等の

機能
47.4 57.0 53.8 38.9 43.7 37.5

入力した音声を文章（テキスト）に変える機能 13.2 14.6 12.9 8.5 13.7 18.9
各種の介護ロボットとの間のデータの

収集・蓄積・利用の一元処理機能
4.7 3.1 13.5 2.5 5.7 3.3

その他の機能 19.7 19.3 28.8 20.3 17.5 15.6

利用者情報（ケア記録・ケアプラン等）の

入力の機能
53.7 60.4 58.7 46.8 52.9 46.8

入力した音声を文章（テキスト）に変える機能 16.0 18.8 14.6 10.5 17.3 21.4

他の職員との間で業務連絡できる機能 38.6 52.8 34.8 28.4 31.4 35.3

ベッドセンサー（マット型・内蔵型） 19.4 7.1 66.7 8.0 41.4 1.2

カメラ型センサー（モニターカメラ） 9.1 4.6 23.0 8.1 15.3 0.9
それ以外のセンサー（天井・壁・机上・床・ド

ア・便器等に設置するカメラ型以外のもの）
10.6 4.0 24.4 7.1 29.3 0.8

23.8 13.5 48.5 25.5 37.5 0.9

6.0 3.0 18.4 4.4 8.6 1.4

53.9 46.7 69.5 57.2 58.0 43.5

1.9 0.9 9.1 0.7 1.4 0.1

2.2 1.1 8.8 0.9 2.3 0.0

0.5 0.1 1.9 0.3 0.7 0.0

1.0 1.1 1.6 0.5 0.8 1.4

1.5 1.0 4.3 0.6 2.5 0.3

6.7 2.4 19.7 6.2 9.7 0.2

2.9 0.5 5.2 6.0 1.9 0.3

3.3 0.6 17.3 1.3 3.0 0.3

1.0 0.3 2.1 1.4 1.4 0.2
認知機能が低下した高齢者等の自立した日常生活

または個別ケアを支援する機器・システム

食事・栄養管理に関する周辺業務を支援する機器・システム

施設の居室内に

設置する

見守りセンサー

施設内の無線ナースコール機器

インカム、ネックスピーカー

施設内のＩＣＴ機器同士の通信のためのWiFi設備

移乗を支援する介護テクノロジー（マッスルスーツなど）

利用者の移動を支援する介護テクノロジー

排泄を支援する介護テクノロジー

利用者との間で双方向コミュニケーションをとる介護テクノロジー

利用者宅に設置し、利用者の転倒等の異常を感知した際に

自動的に通報する介護テクノロジー

入浴を支援する介護テクノロジー

身体機能や生活機能の訓練における各業務を支援する機器・システム

介護業務用の

アプリが入った

タブレット端末

・スマートフォン

全体
介護サービス系型

回答事業所数

パソコンに

よって利用する

介護ソフト
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（２）介護テクノロジーの導入効果〔事業所調査・問 17②〕 

  介護テクノロジー（ICT 機器・介護ロボット等）の導入効果について、「効果がある」と「やや効

果がある」の合計を全体でみると、「昼間の業務負担の軽減」が 53.8％、「夜間の業務負担の軽減」

が 47.2％と、それぞれ約半数の事業所が効果があるとしている。 

介護サービス系型別では、施設系（入所型）で相対的に高い割合になっており、上記２つについ

てはそれぞれ 76.8％、74.2％と７割超が効果があるとしている。（図表 7-2-1） 

 

図表 7-2-1  介護テクノロジーの導入効果（「効果がある」＋「やや効果がある」） 

 
 

 
 

 

 

（単位：件、％）

訪問系
施設系

（入所型）
施設系

（通所型）
居住系

居宅介護
支援

回答事業所数 8,899 2,722 1,137 2,383 967 866

昼間の業務負担の軽減 53.8 48.6 76.8 51.0 60.1 46.0

夜間の業務負担の軽減（＊） 47.2 39.9 74.2 34.5 62.5 27.5

勤務時間（残業など）の短縮 42.7 42.3 51.6 40.8 43.6 40.4

業務の活性化 43.3 42.5 53.3 41.4 46.4 38.4

介護の質の向上 40.1 36.5 58.4 38.3 44.8 28.6

(＊)「夜間業務負担の軽減」は、全回答から「夜間業務がない」の選択肢を回答したものを差し引いた値を100として算出。

全体

介護サービス系型
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８．外国籍労働者の状況 
（１）外国籍労働者の受け入れ状況〔事業所調査・問 20①〕 

外国籍労働者の受け入れ状況については、約 8 割（78.7％）の事業所が受け入れていないが、前

年度と比較すると受け入れている事業所の割合（18.6％）は 2.8 ポイント上昇している。（図表 8-

1-1） 

図表 8-1-1  外国籍労働者の受け入れ状況（複数回答） 

 
 

外国籍労働者の受け入れ状況別に従業員の人数・質の評価（事業所調査・問９）をみると、受け

入れている事業所では、受け入れていない事業所と比較して、「質的に満足していない（確保でき

ていない）」の比率が高く、受け入れている在留資格別では、「特定技能１号」、「技能実習生」で「人

数・質ともに確保できていない」がより高くなっている。（図表 8-1-2） 

図表 8-1-2  採用した従業員の人数・質の評価別外国籍労働者の受け入れ状況（複数回答） 

 

（単位：人、％）

計 うち「介護」 うちEPA
うち「特定技

能１号」

うち

技能実習生

1,659 804 76 765 447 7,002

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

人数・質ともに確保できている 1,410 15.8 11.3 11.7 6.6 9.3 10.7 16.8

人数は確保できているが、質には満足していない 1,589 17.9 25.1 23.6 30.3 28.2 27.7 16.3

質には満足だが、人数は確保できていない 1,978 22.2 20.6 22.0 23.7 18.8 17.2 22.8

人数・質ともに確保できていない 2,193 24.6 36.6 34.5 35.5 39.6 38.7 22.1

過去１年間、従業員は採用していない 1,591 17.9 5.2 6.7 3.9 3.4 4.5 20.8

無回答 138 1.6 1.3 1.5 0.0 0.7 1.1 1.4

回答事業所数 8,899 100.0

受け入れている 受け入れて
いない

従業員の人数・質の評価（問９） 実数 構成比

外国籍労働者の受け入れ状況（問20①）
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（２）外国籍労働者の今後の受け入れ方針〔事業所調査・問 20②③〕 

  外国籍労働者の今後の受け入れ方針については、既に受け入れている事業所においては、「現在

の水準を補充する程度の受け入れをする」が 47.5％、「今後、積極的に受け入れを拡大していきた

い」が 26.4％と、ともに前年度と比較すると低下した一方で、「今後、新たな受け入れはしない予

定」は 14.8％とやや上昇した。（図表 8-2-1） 

 

図表 8-2-1  外国籍労働者の今後の受け入れ方針（外国籍労働者を受け入れている事業所） 

 
 

また、受け入れていない事業所においては、「今後も受け入れようとは思わない」は 61.9％と前

年度と比較するとやや上昇する一方で、「今後、受け入れを検討してみたい」は 27.7％とやや低下

した。（図表 8-2-2） 

 

図表 8-2-2  外国籍労働者の今後の受け入れ方針（外国籍労働者を受け入れていない事業所） 

 
  

 

 

新たな受け入れは
しない

14.8 

14.1 

現在の水準を補充
する程度の受け入れ

47.5 

49.3 

積極的に受け
入れを拡大

26.4 

32.3 

無回答

11.3 

4.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R7年度
(n=1,659)

R6年度
(n=1,417)

今後も受け入れ
ようとは思わない

61.9 

59.2 

受け入れたいが手
続きがわからない

5.6 

6.8 

受け入れを検討して
みたい

27.7 

30.1 

無回答

4.8 

3.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R7年度
(n=7,002)

R6年度
(n=7,075)
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（３）外国籍労働者の受け入れの課題〔事業所調査・問 21〕 

外国籍労働者の受け入れの課題としては、「利用者や他の従業員との意思疎通（日本語能力及び

コミュニケーション）が難しい」が 49.1％と最も高く、次いで「受け入れのための住宅や寮など

を確保することが困難」が39.6％、「外国籍労働者の仕事上のサポート役の負担が大きい」が35.7％

となっている。 

受け入れの有無別でみると、受け入れている事業所では「受け入れのためのコストが高い」

（43.2％）が、受け入れていない事業所では「受け入れ後の生活支援の仕方がわからない」（28.0％）

が相対的に高くなっている。（図表 8-3-1） 

 

図表 8-3-1  外国籍労働者の受け入れの課題（複数回答） 

 

（単位：人、％）

受け入れて
いる

受け入れて
いない

回答事業所数 8,899 100.0 100.0 100.0

外国籍労働者の人材確保

（自事業所とのマッチング）が困難
2,191 24.6 12.1 28.1

受け入れの手続きが煩雑 2,550 28.7 27.8 29.5

受け入れのためのコストが高い 2,822 31.7 43.2 29.7

受け入れのための住宅や寮などを

確保することが困難
3,523 39.6 33.2 42.0

受け入れ後の生活支援の仕方がわからない 2,127 23.9 8.4 28.0

受け入れ後の生活の管理や支援が難しい 3,038 34.1 25.1 37.1

利用者や他の従業員との意思疎通

（日本語能力及びコミュニケーション）が難しい
4,369 49.1 45.0 51.2

受け入れについて

他の従業員の理解を得ることが難しい
1,037 11.7 5.8 13.3

利用者が外国籍労働者による

サービス提供に抵抗がある
1,943 21.8 10.2 25.1

外国籍労働者の仕事上のサポート役の

負担が大きい
3,175 35.7 32.8 37.2

その他 509 5.7 4.2 6.2

特にない 1,340 15.1 12.1 15.6

無回答 218 2.4 1.1 1.2

実数 構成比
外国籍労働者
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（４）訪問系サービスにおける外国籍労働者の受け入れ方針〔事業所調査・問 22〕 

令和 7 年 4 月から外国人介護人材の訪問系サービスへの従事が一定条件の下で技能実習、特定

技能で認められることとなった（※）が、対象となる訪問系サービスでの外国籍労働者の今後の受け

入れ方針について、「受け入れる予定はない」が47.2％と最も高く、次いで「わからない」が27.4％、

「現在、検討している」が 13.1％となっている。（図表 8-4-1） 

これを、法人の従業員規模別にみると、「受け入れる予定はない」は 19 人以下規模で 58.1％で

あるのに対し、300 人以上では 33.2％や相対的に低い割合となっている。 

なお、「わからない」が 300 人以上で 37.2％と高くなっているのは、本調査が事業所に対する

調査であるため、法人としての方針が事業所では不明であることも要因の一つとして推測される。 

（※）在留資格「介護」及び EPA 介護福祉士は令和７年４月以前から訪問系サービスへの従事が認められてい

る。 

 

図表 8-4-1  訪問系サービスにおける外国籍労働者の受け入れ方針 

 
 

 

 

 

 

 

（単位：人、％）

19人以下 20～299人 300人以上 無回答

774 1,479 647 34

(100.0) (26.4) (50.4) (22.1) (1.2)

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
令和７年４月前から

訪問系サービスで受け入れている
118 4.0 2.3 4.5 5.1 2.9

令和７年４月以降に

訪問系サービスで受け入れている（予定も含む)
75 2.6 0.4 3.1 4.0 0.0

現在、検討している  385 13.1 10.6 14.1 13.6 17.6

受け入れる予定はない 1,385 47.2 58.1 48.0 33.2 29.4

わからない 803 27.4 24.0 24.5 37.2 41.2

無回答 168 5.7 4.5 5.8 6.8 8.8

回答事業所数 2,934

実数 構成比
法人の従業員規模
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９．スポットワーク（※）の活用状況 
（※）本調査では、スポットワークは、パソコン、スマホ等によりネットで１日単位（日々雇用）で募集・雇用するもの

としている。なお、１日の中で数時間だけ働く場合も、１日単位（日々雇用）としている。 

 

（１）スポットワークの利用状況〔事業所調査・問 12①②〕 

過去１年間のスポットワークの利用について、8.9％が利用したことが「ある」と回答。 

スポットワークの令和 7 年 9 月の利用日数は「1～3 日」が 13.6％で最も高い。また、１日当た

りの雇用人数は「1 人」が 52.0％と半数を占めている。（図表 9-1-1、図表 9-1-2） 

図表 9-1-1  過去 1 年間のスポットワークの利用の有無 

 
図表 9-1-2  スポットワークの利用日数、1 日当たり雇用人数（令和 7 年 9 月の 1 か月間） 

 
 介護職員の過不足状況別に過去１年間にスポットワークの利用ありの割合をみると「大いに不足」

とする事業所で 15.3％、「不足」とする事業所で 14.8％と、不足感の高い事業所で利用している

割合が高くなっている。（図表 9-1-3） 

 また、採用活動の取り組み別にみると「ＳＮＳを活用して自事業所のアピールポイントを求職者

へ発信」で 15.4％、「民間の有料求人情報サイトを活用」で 14.0％、「事業所ホームページで自事

業所のアピールポイントを求職者へ発信」で 12.7％と、スポットワークの利用割合が高くなって

いる。（図表 9-1-4） 

ある
8.9% 

ない
90.5% 

無回答
0.6% 

回答事業者数
（n=8,899)

１～３日

13.6

４～７日

11.4

８～11日

9.9

12～15日

7.6

16～19日

3.8

20～23日

5.1

24日以上

9.8

無回答

38.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=789)

１人

52.0

１人超２
人未満

5.1

２～３人
未満

1.8

３～５人
未満

1.4

５～10人
未満

0.3

10人以上

0.6

無回答

38.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=789)
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図表 9-1-3  介護職員の過不足状況別、過去１年間にスポットワークの利用ありの割合 

 
 

図表 9-1-4  採用活動の取り組み別、過去１年間にスポットワークの利用ありの割合 

 

15.3

14.8

12.3

8.2

11.9

4.0

6.0

0% 10% 20%

大いに不足

不足

やや不足

適当

過剰

当該職種はいない

無回答

全体(n=8,899)

9.3

12.2

9.9

10.8

14.0

12.7

15.4

11.1

12.2

10.8

4.3

4.3

0% 10% 20%

ハローワークや福祉人材センターの担当者に相談

有料職業紹介所を活用

職員に対して友人・知人などの紹介を依頼

過去の離職者に再雇用を打診

民間の有料求人情報サイトを活用

事業所ホームページで自事業所の
アピールポイントを求職者へ発信

ＳＮＳを活用して自事業所の
アピールポイントを求職者へ発信

職場体験、職場実習の受け入れを実施

就職セミナー、採用説明会に参加・開催

その他

特に行っていない

無回答
全体(n=8,899)
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（２）スポットワークを利用している（した）理由〔事業所調査・問 12③〕 

スポットワークを利用している（した）理由は、｢必要とするマンパワー（人数）の確保が容易に

できる｣が 47.1％で最も高く、次いで｢繁忙の時間帯にだけ雇うことができる｣が 37.1％、｢正社員

や日々雇用でない有期雇用職員への雇用につなげられる｣が 27.8％となっている。（図表 9-2-1） 

図表 9-2-1  スポットワークを利用している（した）理由（複数回答） 

 
 

（３）スポットワークで雇用した人の働きぶりの評価〔事業所調査・問 12④〕 

スポットワークで雇用した人の働きぶりの評価は「普通」が 40.2％と最も高く、次いで「やや

期待以上」が 20.9％となっている。（図表 9-3-1） 

図表 9-3-1  スポットワークを利用している（した）理由（複数回答） 

 

37.1

25.0

47.1

25.0

7.6

7.9

27.8

7.1

15.8

10.8

3.9

16.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

繁忙の時間帯にだけ雇うことができる

従業員が急に休むことになった場合に対応できる

必要とするマンパワー（人数）の確保が容易にできる

資格・経験者等の確保が容易にできる

利用者にあった人材を確保できる

多様な人材が採用できる

正社員や日々雇用でない有期雇用職員への雇用につなげ
られる

全体の人件費が抑えられる

面接や書類審査など、採用プロセスを簡略化できる

労務管理の負担が少ない

その他

無回答

回答事業所数
(n=789)

期待以上

9.3

やや期待以上

20.9

普通

40.2

やや期待以下

9.9

期待以下

2.2

無回答

17.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=789)
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（４）スポットワークで雇用した人の正社員等への雇用の有無〔事業所調査・問 12⑤〕 

スポットワークで雇用した人の正社員等への雇用は、スポットワークを利用したことがある事業

所の 28.0％が「ある」と回答。（図表 9-4-1） 

図表 9-4-1  スポットワークで雇用した人の正社員等への雇用の有無 

 
スポットワークを利用している（した）理由別に、スポットワークで雇用した人の正社員等への

雇用をしたことがある事業所の割合をみると、「正社員や日々雇用でない有期雇用職員への雇用に

つなげられる」で 56.2％、「多様な人材が採用できる」で 50.0％、「全体の人件費が抑えられる」

で 44.6％と、他と比べ高い割合となっている。（図表 9-4-2） 

 

図表 9-4-2  スポットワークの利用理由別、正社員等への雇用をしたことがある割合 

 

ある
28.0% 

ない
68.9% 

無回答
3.0% 

回答事業者数
（n=789)

35.5

35.0

34.7

39.6

38.3

50.0

56.2
44.6

39.2

36.5

16.1

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

繁忙の時間帯にだけ雇うことができる

従業員が急に休むことになった場合に対応できる

必要とするマンパワー（人数）の確保が容易にできる

資格・経験者等の確保が容易にできる

利用者にあった人材を確保できる

多様な人材が採用できる

正社員や日々雇用でない有期雇用職員への雇用につなげられる

全体の人件費が抑えられる

面接や書類審査など、採用プロセスを簡略化できる

労務管理の負担が少ない

その他

無回答 回答事業所数(n=789)
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【介護労働実態調査について】 
１．調査の概要 

・郵送配布・回収による調査票調査（事業所調査票は電子メール回収を併用） 

・調査期間： 令和７年 10 月１日～10 月 31 日（調査対象基準日は令和７年 10 月 1 日） 

 

２．調査票回収結果 

 配布数（実効配布数） 回収数 回収率 ( )内は前年度 

事業所調査 18,000（16,854）  8,955 53.1％（52.9％） 

労働者調査 54,000（50,562） 20,675 40.9％（41.6％） 
 

３．事業所調査回答者の主な基本属性（上位３つ） 

項目 概要 

法人格 
① 民間企業 61.3％（61.6％） 
② 社協以外の社会福祉法人 15.1％（15.6％） 
③ 医療法人 9.8％（9.5％） 

主とする介護保険サービス事業 
① 訪問介護 19.7％（20.3％） 
② 通所介護 12.6％（12.4％） 
③ 地域密着型通所介護 11.1％（10.7％） 

事業所規模 
① 10～19 人以下 33.1％（33.6％） 
② 20～49 人以下 27.3％（27.5％） 
③ ５～９人以下 17.5％（16.5％） 

サービス実施期間 

① 10 年以上 54.5％（58.7％） 
② ５～10 年未満 18.2％（20.2％） 
③ ４～５年未満 4.3％（4.4％） 

２～３年未満 4.3％（3.3％） 
 

４．労働者調査回答者の主な基本属性 

項目 概要  （ ）内は前年度調査結果 

性別 男性 22.6％（23.6％） 女性 75.7％（75.2％） 

年齢 
30 歳未満 5.6％（6.2％） 
40 歳代 27.5％（28.3％） 
60 歳代 17.3％（15.9％） 

30 歳代 14.9％（16.1％） 
50 歳代 28.9％（28.6％） 
70 歳以上 4.0％（3.4％） 

職種 

訪問介護員 16.1％（13.8％） 
サービス提供責任者 8.4％（9.7％）
看護職員 12.1％（11.2％） 
介護支援専門員 13.0％（12.8％） 

介護職員 36.4％（38.5％） 
生活相談員 5.6％（6.0％） 
ＰＴ・ＯＴ・ＳＴ等 2.6％（2.6％） 
その他 3.5％（3.3％） 
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５．介護サ－ビス系型区分について 

・本報告書では、主な介護サ－ビスの種類を下記の介護サ－ビス系型に区分した。 

 
 

・その他の調査の詳細や用語の定義、調査結果利用上の注意等については、各報告書本編第三章を

参照されたい。 

1 訪問介護 〇
2 訪問入浴介護 26 介護予防訪問入浴介護 〇
3 訪問看護 27 介護予防訪問看護 〇
4 訪問リハビリテーション 28 介護予防訪問リハビリテーション 〇
5 居宅療養管理指導 29 介護予防居宅療養管理指導 〇
6 通所介護 〇
7 通所リハビリテーション 30 介護予防通所リハビリテーション 〇
8 短期入所生活介護 31 介護予防短期入所生活介護 〇
9 短期入所療養介護 32 介護予防短期入所療養介護 〇

10 特定施設入居者生活介護 33 介護予防特定施設入居者生活介護 〇
11 福祉用具貸与 34 介護予防福祉用具貸与 〇
12 特定福祉用具の販売 35 特定介護予防福祉用具の販売 〇
13 地域密着型通所介護 〇
14 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 〇
15 夜間対応型訪問介護 〇
16 認知症対応型通所介護 36 介護予防認知症対応型通所介護 〇
17 小規模多機能型居宅介護 37 介護予防小規模多機能型居宅介護 ○
18 看護小規模多機能型居宅介護 ○
19 認知症対応型共同生活介護 38 介護予防認知症対応型共同生活介護 〇
20 地域密着型特定施設入居者生活介護 〇

21 地域密着型介護老人福祉施設
入所者生活介護 〇

22 居宅介護支援 39 介護予防支援 〇
23 介護老人福祉施設 〇
24 介護老人保健施設 〇
25 介護医療院 〇

40 訪問型サービス（従前相当サービス） ○
41 訪問型サービス（A・B・C・D） ○
42 通所型サービス（従前相当サービス） ○
43 通所型サービス（A・B・C） ○
44 第一号介護予防支援事業 ○
45 生活支援サービス ○
46 共生型訪問介護 ○
47 共生型通所介護 ○
48 共生型短期入所生活介護 ○
49 （看護）小規模多機能型居宅介護 ○

施設
サービス

介護保険サービスの種類

共生型
サービス

総合
事業

第一号訪問事業

第一号通所事業

居
宅
サ
ー
ビ
ス

地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス

介護給付サービス 予防給付サービス

訪
問
系

施
設
系
（
入
所
型
）

施
設
系
（
通
所
型
）

居
住
系

居
宅
介
護
支
援

そ
の
他

介護保険サービス系型
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６．調査研究体制 

・本調査では、調査票の作成及び調査結果の分析や報告書の構成・内容等について、専門家等によ

る調査検討委員会を設置し、検討を行った。 

・また、諮問委員会を設置し、調査項目等について専門的立場からの意見を受けた。 
 

【令和７年度介護労働実態調査等検討委員会】（※所属等は令和８年３月末現在） 

座長 佐藤 博樹  東京大学 名誉教授 

 大木 栄一  玉川大学 経営学部 教授 

 坂爪 洋美  法政大学 キャリアデザイン学部 教授 

 松下 洋三  一般社団法人全国介護事業者協議会 副理事長 

 菅野 雅子  茨城キリスト教大学 経営学部 准教授 

 高野 龍昭  東洋大学 福祉社会デザイン学部 教授 

 山田 剛  一般社団法人日本介護支援専門員協会 常任理事 

  仙田 亮  厚生労働省 職業安定局総務課人材確保支援総合企画室 室長 

 藤澤 勝博  公益財団法人介護労働安定センター 理事長 
 

【令和７年度介護労働実態調査諮問委員会】（※所属等は令和８年３月末現在） 

座長 佐藤 博樹  東京大学 名誉教授 

 山越 圭祐  一般社団法人全国介護事業者協議会 理事 

 西山 宏二郎  公益社団法人全国老人福祉施設協議会 介護人材対策委員会副委員長 

 三根 浩一郎  公益社団法人全国老人保健施設協会 副会長 

 安藤 恵子  一般社団法人全国介護付きホーム協会 監事 

 小林 由憲  一般社団法人日本在宅介護協会 副会長 

 田中 雅子  社会福祉法人富山県社会福祉協議会 富山県福祉カレッジ 教授 

 仙田 亮  厚生労働省 職業安定局総務課人材確保支援総合企画室 室長 

 藤澤 勝博  公益財団法人介護労働安定センター 理事長 
 

＜公益財団法人介護労働安定センターの概要＞ 

・公益財団法人介護労働安定センターは、介護労働に係る総合支援機関として平成４年４月に設

立され、同年７月に「介護労働者の雇用管理の改善等に関する法律（介護労働者法）」に基づ

く指定法人として指定された公益法人です。 

・わが国高齢社会の進展に伴う介護労働力の需要増大を踏まえ、介護労働者の雇用管理の改善、

能力の開発・向上、その他の福祉の向上を図るとともに、魅力ある職場づくりのための様々な

支援事業、さらには、介護事業者を含む介護分野全般における総合的支援事業を展開していま

す。 

－私たちの理念－ 

介護を未来にわたって支えるため、働きやすい、働きがいのある職場づくりに貢献します 
 


